
令和 5年 6月定例会 中屋敷慎一議員 一般質問 質疑質問・答弁骨子  （星野委員要約） 

生物多様性の保全・回復について 

① 令和 5年 3月には約 10年半ぶりに生物多様性国家戦略が改定された。新たな国家戦略では 2030年

までに生物多様性の損失を止め、回復軌道に乗せるネイチャーポジティブの実現を目指すことが明記され

た。知事も公約の中でネイチャーポジティブの推進を掲げており、本県としても現在の生物多様性戦略を

早急に改定し、その決意と具体策を示す必要があると考えるが、知事のお考えは？ 

② 5か年計画には、生物多様性の認知度を令和8年度までに 75％まで引き上げるという施策指標が示され

ていますが、令和 4 年度の認知度は令和 2 年度の 67.7％から 0.5 ポイント下がった 67.2%となってい

る。昨年度には情報発信、活動の核として生物多様性センターも設置された。取組は進めているが、認知度

の大きな向上は図れていない状況を、環境部長はどう受け取られているのか？ 

③ 認知度向上に向けて、県としての新たな評価指標を作り、団体や企業などの環境保全活動の効果を具体

的に数値で見える化し、認証していくことで、団体や企業の努力を伝える取組や、エスキューブの「ポイント

をためる」のページの中に生物多様性に係る項目を加え、ダイレクトに県民への理解、認知を高める取組を

進める必要があると考えるが、環境部長のお考えは？ 

①  大野元裕 知事 

私は、2050年のカーボンニュートラル実現とともに、持続可能な社会の実現のため、ネイチャーポジティ

ブに積極的に取り組んでいく所存である。 

そこで、県では、令和 6年度を始期とする埼玉県生物多様性保全戦略を策定するため 7月には有識者など

で構成される検討委員会を開催する予定。次期県戦略の策定に当たり、国家戦略同様、ネイチャーポジティ

ブを戦略全体の目標として掲げることといたしたい。 

 具体的には「30by30」の推進に向けて、官民連携の取組を県戦略で示すことを検討したい。また、ネイチ

ャーポジティブ経済に移行することで、雇用創出やビジネスチャンスが見込めることから、その促進に関す

る取組も検討する。こうした視点を踏まえ、専門家や県民の皆様の御意見も伺いつつ、県戦略を策定し、生

物多様性の保全・回復に取り組みたいと考えている。 

②  細野正 環境部長 

生物多様性は地球の持続可能性の土台であるとともに、人間の安全保障の根幹でもある。にもかかわら

ず、認知度が大きく向上していないことは憂慮すべきことであり、今までの取組の検証を行い、その改善を

行うとともに、新たな取組の実施が必要であると真摯に受け止めている。 

 

③ 細野正 環境部長 

認知度を向上させるためには、単に「生物多様性」という言葉を広報しようとするのではなく、生物多様性

が目指している社会や生物多様性を保全することの意義を分かりやすく丁寧に県民にお伝えしていくこと

が重要と考える。 

 企業の参画拡大を目指すポイントは、企業が持つ知見や技術等のリソースを活用するとともに、企業のネイ

チャーポジティブへの貢献度を見える化するところにあると思う。 

多くの県民の方に、生物多様性に関する理解と認知を高めていただき、生物多様性の保全・回復が図れ

るようしっかり取り組んでいく。 
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